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第19期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款
第 1 4 条 の 定 め に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.accretive.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまに
提供しております。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　６社
・主要な連結子会社の名称

㈱メディカル・ペイメント
アクリーティブ・メディカルサービス㈱
アクリーティブ・ファイナンス㈱
Accretive Holdings (Thailand) Co.,Ltd.
Accretive (Thailand) Co.,Ltd.
Accretive Asset Management(Thailand) Co.,Ltd.

②　主要な非連結子会社の名称等
Accretive Service (Cambodia) Co., Ltd.

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
であります。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない主要な非連結子会社

Accretive Service (Cambodia) Co., Ltd.
　非連結子会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
　また、関連会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社であるAccretive Holdings (Thailand) Co.,Ltd.、Accretive (Thailand) 

Co.,Ltd.及びAccretive Asset Management(Thailand) Co.,Ltd.の決算日は12月31日で
あります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。
ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

－ 1 －

連結注記表



2018/05/25 14:43:19 / 17367648_アクリーティブ株式会社_招集通知（Ｆ）

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
イ　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会
社は定額法を採用しております。ただし、平成28年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　３～15年
器具備品　　　３～10年

ロ　無形固定資産 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。
ハ　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額
を計上しております。

ロ　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給
見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、各子会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワ

ップ取引については金利スワップの特例処理の要件
を満たしている場合には、特例処理を適用しており
ます。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

ハ　ヘッジ方針　　　　　　　　　　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象
債務の範囲内でヘッジを行っております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法　　　　金利スワップについては、ヘッジ対象のキャッシュ
・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。なお、
特例処理によっている金利スワップについては、有
効性評価を省略しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間　　のれんの償却については、20年間にわたる均等償却
により償却しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　買取債権

　当連結会計年度において債権売却によって、オフバランスされている買取債権残高は
1,167,980千円であります。

⑵　営業貸付金
営業貸付金の内訳は、次のとおりであります。
ファクタリング 1,804,599千円
ファイナンス 277,399千円

計 2,081,998千円
⑶　有形固定資産の減価償却累計額 94,536千円
⑷　当座貸越契約

①　当社は、効率的な資金調達のために親会社である芙蓉総合リース株式会社と極度貸付契
約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

極度額の総額 10,000,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 10,000,000千円

②　当社及び連結子会社は、効率的な資金調達のために取引金融機関11行と当座貸越契約を
締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 21,668,000千円
借入実行残高 9,061,000千円

差引額 12,607,000千円
　なお、これらの契約の一部には、連結貸借対照表の純資産の部の金額や連結損益計算書の
経常損益等より算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 43,427,500株 －株 －株 43,427,500株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 566,800株 －株 －株 566,800株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（ 千 円 ）

配 当 の
原 資

1株当たり
配 当 額
（ 円 ）

基 準 日 効力発生日

平 成 2 9 年
６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 192,873 利益
剰余金 4.50 平成29年

３月31日
平成29年
６月23日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる
もの

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（ 千 円 ）

配 当 の
原 資

1株当たり
配 当 額
（ 円 ）

基 準 日 効力発生日

平 成 3 0 年
６ 月 2 1 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 192,873 利益
剰余金 4.50 平成30年

３月31日
平成30年
６月22日

⑷　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

取 締 役 会 決 議 日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 新株予約権の個数

平 成 2 8 年 ７ 月 1 3 日 普 通 株 式 7,400株 74個

平 成 2 9 年 ６ 月 2 0 日 普 通 株 式 6,900株 69個
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、債権買取計画に照らして、主に銀行借入により必要な資金を調達して

おります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。
②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である買取債権、営業貸付金及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。

また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒さ
れております。

借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算
日後３年11か月であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての借入金は為替の変動リスクに晒され
ておりますが、恒常的に同じ外貨建ての営業債権の残高の範囲内にあります。

当社の借入金の一部には財務制限条項等が付されており、これに抵触した場合、期限の
利益の喪失等、当社グループの業績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、そのビジネスモデル毎に、信用リ
スクの所在とその大きさを把握し、必要に応じて適切な対応を行っております。審査部
は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図るとともに、与信先毎に財務内容等を基本とした区分に債務者
を分類し、自己査定及び自己査定に基づく適切な償却引当の実施等に活用しております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップを利用

することがあります。
デリバティブ取引の執行・管理については、金利スワップ・金利オプション取扱規程

に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。
ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画表を作成・更新する
とともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社
についても、当社の財務規程に準じて、同様の管理を行っております。

ニ　信用リスクの集中
当連結会計年度の連結決算日現在における買取債権のうち36.7％が特定の大口顧客

に対するものであります。この状況はしばらく継続すると思われますが、長期的には取
引相手先を開拓し信用リスクが集中しないよう営業活動を行っていく計画でおります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 6 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んで
おりません。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 5,962,689 5,962,689 －

⑵　金銭の信託 21,361 21,361 －

⑶　買取債権（※） 14,274,200 14,274,200 －

⑷　営業貸付金 2,081,998 2,081,998 －

⑸　売掛金 142,219 142,219 －

⑹　投資有価証券 108,092 108,092 －

資産計 22,590,561 22,590,561 －

⑴　短期借入金 9,121,480 9,121,480 －

⑵　未払法人税等 63,339 63,339 －

⑶　長期借入金 2,000,000 1,979,053 △20,946

負債計 11,184,819 11,163,872 △20,946
（※）買取債権に対応する貸倒引当金を控除しております。
(注)金融商品の時価の算定方法

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　金銭の信託、⑷　営業貸付金、⑸　売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみなし
て、当該帳簿価額によっております。

⑶　買取債権
これらはその大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみな

して、当該帳簿価額によっております。
⑹　投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
⑴　短期借入金、⑵　未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみなし
て、当該帳簿価額によっております。

⑶　長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

－ 7 －
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５．賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 255円99銭
⑵　１株当たりの当期純利益 21円12銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

８．その他の注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　３～15年
器具備品　　　３～10年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。
③　リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額
を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給
見込額の当事業年度負担額を計上しております。
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⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の処理

イ　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワ
ップ取引については金利スワップの特例処理の要件
を満たしている場合には、特例処理を適用しており
ます。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

ハ　ヘッジ方針　　　　　　　　　　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象
債務の範囲内でヘッジを行っております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法　　　　金利スワップについては、ヘッジ対象のキャッシュ
・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。なお、
特例処理によっている金利スワップについては、有
効性評価を省略しております。

②　消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

③　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表関係）

前事業年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「長期営業債権」
は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しておりま
す。

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「前受収益」は、金額的重
要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

－ 10 －
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 87,331千円
⑵　当座貸越契約

①　当社は、効率的な資金調達のために親会社である芙蓉総合リース株式会社と極度貸付契
約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

極度額の総額 10,000,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 10,000,000千円

②　当社は、効率的な資金調達のために取引金融機関10行と当座貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 18,900,000千円
借入実行残高 7,850,000千円

差引額 11,050,000千円
　なお、これらの契約の一部には、連結貸借対照表の純資産の部の金額や連結損益計算書の
経常損益等より算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。

⑶　保証債務
　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Accretive (Thailand) Co., Ltd. 544,000千円
Accretive Asset Management (Thailand) Co., Ltd. 646,000千円

計 1,190,000千円
⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 4,566,786千円
②　短期金銭債務 6,714千円
③　長期金銭債務 9,038千円

－ 11 －
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４．損益計算書に関する注記
　⑴関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益 171,211千円
金融費用 4,031千円
販売費及び一般管理費 183,713千円

営業取引以外の取引高 7,545千円

　⑵関係会社株式評価損
関係会社株式評価損は、Accretive Holdings (Thailand) Co., Ltd.及びAccretive 
(Thailand) Co., Ltd.に対するものであります。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 566,800株 －株 －株 566,800株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 42,344千円
税務上の繰越欠損金 866,098千円
減損損失 18,915千円
賞与引当金 13,677千円
未払事業税 4,723千円
その他 5,355千円

繰延税金資産小計 951,115千円
評価性引当額 △471,937千円
繰延税金資産合計 479,177千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △16,281千円
繰延税金負債合計 △16,281千円
繰延税金資産の純額 462,896千円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 239,486千円
固定資産－繰延税金資産 223,409千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

親会社 芙蓉総合リ
ース㈱

（被所有）
直接　51.00 資金の借入

資金の借入
資金の返済

7,500,000
7,500,000

短期
借入金 －

資金の借入
資金の返済

5,000,000
5,000,000

短期
借入金 －

（注）１．極度貸付契約（極度額：10,000,000千円）を締結しております。
２．借入利率は市場条件を勘案して双方協議のうえ、合理的な判断に基づき、公正かつ

適正に決定しております。

⑵　子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社
アクリーテ
ィブ・メデ
ィカルサー
ビス㈱

所有
直接 100.0

事業資金の貸付
及び役員兼務

資金の貸付
（注）１、２ 1,700,000 営業

貸付金 4,400,000

子会社
Accretive 
Hold ings 
(Thailand)
C o . ,  L t d .

所有
直接　49.0

事業資金の貸付
及び役員兼務

資金の貸付
（注）１、２ 6,790

営業
貸付金
（注）３

164,900

子会社
Accretive 
(Thailand) 
C o . ,  L t d .

所有
直接　48.8
間接　25.0

債務保証及び役
員兼務

債務保証
（注）４ 544,000 － －

子会社

Accretive 
A s s e t  
M a n a g e
m e n t
(Thailand) 
Co., Ltd.

所有
間接　49.0

債務保証及び役
員兼務

債務保証
（注）４ 646,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．貸付条件については、市場金利を勘案し、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。
２．資金の貸付に係る取引金額は当事業年度中における純増減額を記載しております。
３．Accretive Holdings (Thailand) Co., Ltd.への営業貸付金に対し、当事業年度にお

いて貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額をそれぞれ132,436千円計上しております。
４．Accretive (Thailand) Co., Ltd.及びAccretive Asset Management 
(Thailand) Co., Ltd.の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
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⑶　同一の親会社をもつ会社及びその他の関係会社の子会社等

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

その他
の関係
会社の
子会社

㈱ドン・キ
ホーテ ― 当社サービスの

提供

アセットビジ
ネス事業の提
供
（注）２、３

976,031 買取債権 5,291,603

ソリューショ
ン事業の提供
（注）２、３

916,915 売掛金 82,917

紹介手数料の
支払
（注）２

363,345 未払金 28,391

その他
の関係
会社の
子会社

㈱長崎屋 ― 当社サービスの
提供

アセットビジ
ネス事業の提
供
（注）２、３

179,089 買取債権 817,510

ソリューショ
ン事業の提供
（注）２、３

210,711 売掛金 18,928

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記金額のうち取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
(1）アセットビジネス事業及びソリューション事業は、一般取引先の条件と同様に

決定しております。
(2）紹介手数料については、関連当事者の営業協力により成約し、成約後も継続的

な営業協力の対価として適当な料率を決定しております。
３．アセットビジネス事業の提供に係る取引金額は、債権取扱高と債権買取高の純額に

よるものであり、ソリューション事業の提供に係る取引金額は、業務受託収益等の
総額であります。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 252円84銭
⑵　１株当たり当期純利益 17円82銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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